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りょうしんインターネット・モバイルバンキング 
ご利用規定 

   
 
第 1 条 りょうしんインターネット・モバイルバンキングサービス  
 
１．りょうしんインターネット・モバイルバンキングサービスとは  

    りょうしんインターネット・モバイルバンキングサービス（以下「本サービス」といいます。）

は、契約者ご本人（以下「契約者」といいます。）が占有・管理するパソコンやモバイル機器（情

報提供サービス対応型携帯電話を含みます。）等、当組合所定の機器（以下「端末機」といいます。）

を利用し、インターネット（電話回線等）を通じて当組合に取引依頼を行い、当組合がその手続

きを行うサービスをいいます。  
 
２．サービス内容  
（１）照会サービス、振込・振替サービス、その他当組合所定のサービスがご利用いただけます。

ただし、端末機の種類により、ご利用いただけるサービスが制限されることがあります。  
（２）契約者は、本サ－ビスに今後追加される取引メニュ－について、新たな申込みなしに利用で

きるものとします。ただし、一部のサ－ビスについてはこの限りではありません。なお、サ－

ビス追加時には、本規定を追加・変更する場合があります。  
 

３．ご利用対象者  
    本サービスの利用対象者は、当組合に契約者名義の預金口座を保有し、本サービスの利用につ

いて当組合が申込みを承諾した個人または、個人事業主とさせていただきます。また、契約者は

電子メールアドレスを保有されている方に限ります。 
    なお、契約者は本規定を承認し、自らの判断と責任において本サービスを利用するものとします。 
 

４．「代表口座」および「契約口座」  
（１）本サービスを利用できる口座は、本サービス利用申込時に当組合所定の申込手続きにより届

け出た、当組合本支店の契約者本人名義の預金口座（以下「利用口座」といいます。）とします。

なお、契約者は、利用口座のうち１口座を「代表口座」、それ以外を「契約口座」として届け出

るものとします。  
①代表口座 

代表口座は普通預金口座（総合口座取引の普通預金口座を含みます。）または当座預金口座

で、本サービスの利用手数料引落口座とし、照会サービス、振込・振替サービスがご利用い

ただけます。なお、当組合は代表口座の届出印を本サービスにおける届出印とします。  
②契約口座 

契約口座は同一名義の普通預金口座（総合口座取引の普通預金口座を含みます。）、貯蓄預

金口座、または当座預金口座で、照会サービス、振込・振替サービスがご利用いただけます。  
（２）利用口座として届け出ることができる口座数は当組合所定とします。  

 
５．ご利用時間  
（１）本サービスの利用時間は当組合所定の時間内とします。なお、利用時間はサービスの種類に

より異なる場合があります。  
（２）当組合はこの利用時間を契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。  
（３）当組合の責によらない回線工事等が発生した場合は、利用時間中であっても契約者に連絡す

ることなく利用を一時停止または中止することがあります。  
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６．ご利用手数料  
（１）本サービスの利用にあたっては、当組合所定の利用手数料およびこれに伴う消費税をいただ

きます。  
（２）当組合は、利用手数料を普通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定、そ

の他関係規定にかかわらず通帳・払戻請求書または当座小切手の提出を受けることなく、代表

口座から当組合所定の日に自動的に引き落とします。なお、この取り扱いについて、領収書等

の発行はいたしません。  
（３）当組合は、利用手数料等を契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。今後、

本サービスに係る諸手数料を新設あるいは改定する場合についても、当組合所定の方法により

引き落します。 
  

第 2 条 ID・パスワード  
 
１．契約者は、本サービスの利用申込時に、お取引のご契約者本人であることを確認するための「仮

確認用パスワード」を当組合所定の書面により届け出るものとします。  
 
２．契約者は、初回利用時、ご利用の端末機から当組合所定の方法により、当組合にあらかじめ届け

出た「代表口座」「仮確認用パスワード」と、当組合が契約者の届け出た住所宛に通知する「手続き

完了のお知らせ」に記載された「初回ログインパスワード」を入力して、任意の「ログインＩＤ」

を登録するものとします。当組合で管理している「代表口座」「仮確認用パスワード」「初回ログイ

ンパスワード」との一致を確認して「ログインＩＤ」の登録を受付けます。この「ログインＩＤ」

は随時変更が可能です。 
   なお、モバイル機器を利用する場合の「ログインＩＤ」は、契約者が登録する「ログインＩＤ」

に代えて、電話機の識別番号を使用するものとします。 
 
３．「ログインＩＤ」登録後の初回利用時に「初回ログインパスワード」「仮確認用パスワード」を任

意のパスワードに変更してください。この変更手続きによって契約者が届け出たパスワードを「ロ

グインパスワード」「確認用パスワード」（以下「パスワード」といいます。）とします。  
 
４．パスワードの有効期限は、当組合所定の期間とします。契約者は、取引の安全性を確保するため

一定期間毎にパスワードの変更を行ってください。  
 
５．契約者がパスワードを失念した場合には、新しいパスワードの届出が必要となりますので、当組

合所定の書面により届出を行ってください。なお、当組合はパスワードの照会に対して回答いたし

ません。  
 
第 ３ 条 本人確認  
 
１．当組合は、本サービス利用の都度、端末機から送信されたログインＩＤ、パスワードと当組合で

管理しているログインＩＤ、パスワードとの一致を確認して本人確認を行います。 
   また、モバイル機器を利用する場合は、端末機から送信された電話機の識別番号、ログインパス

ワードと当組合で管理している識別番号、パスワードとの一致を確認して本人確認を行います。 
 
２．当組合が本規定に従って本人確認をして取引を実施した場合、ログインＩＤ、パスワードについ

て不正使用、その他の事故があっても当組合は当該依頼を契約者の意思に基づく有効なものとして

取り扱い、そのために生じた損害について、当組合は責任を負いません。  
 
３．契約者はログインＩＤ、パスワードを他人に知られたり、紛失・盗難に遭わぬよう、契約者自身

の責任において厳重に管理してください。なお、当組合職員がこれらの内容をお尋ねすることはあ 
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りません。  

 
４．万一、パスワードの漏洩が判明した場合、契約者は速やかに端末機操作により、ログインＩＤ、

パスワードの変更を行い、不審な取引の有無を確認し、手続きが完了していない取引があれば直ち

に取消操作を行ってください。その後、当組合へ届け出てください。  
 
５．本サービス利用について契約者が届け出たパスワードと異なる入力が連続して行なわれ、当組合

所定の回数に達した場合は本サービスの利用を時間利用停止（ロックアウト）します。ロックアウ

トが当組合所定回数連続すると本サービスは利用閉鎖されます。 
 
６．パスワードを失念した場合、また、本サービスが利用閉鎖となった場合には第２条と同様の手続

きを行なって頂きます。 
 

第 ４ 条 本サービスの依頼方法  
 
１．契約者は、所定の入力事項を所定の操作により当組合に送信してください。当組合が本サービス

による取引等の依頼を受けた場合、当組合は所定の本人確認終了後、依頼内容を確認し、一致した

場合に限り契約者からの依頼とみなし、当組合が受信した依頼内容を契約者が依頼に用いた端末機

に返信します。  
 
２．契約者は、前項に基づき返信された依頼内容を確認し、返信された依頼内容が正しい場合には、

確認用パスワードを入力し送信することで回答してください。この回答が当組合所定の時間内に当

組合に到着した時点で当該取引の依頼内容が確定したものとします。 
   なお、回答が当組合所定の時間内に当組合に到着しなかった場合は、当該依頼は取消しされたと

みなします。  
 
３．サービス利用後は、すみやかに端末機の操作もしくは通帳への記帳により取引結果を照合してく

ださい。万一、取引内容等に疑義がある場合は、直ちにその旨を利用口座のお取引店に連絡してく

ださい。取引内容等に相違がある場合において、契約者と当組合との間で疑義が生じたときは、当

組合のコンピュータに記録された内容を正当なものとして取り扱います。 
  

第 ５ 条 照会サービス  
 
１．照会サービスは、あらかじめ届け出た契約者名義の利用口座について、口座残高および入出金明

細情報を提供するサービスです。  
 
２．照会サービスの依頼にあたっては、照会の種別、利用口座等の所定事項を所定の手順に従って当

組合に送信してください。 
   当組合が契約者から照会サービス依頼を受信し、所定の本人確認手続きの結果、契約者からの依

頼と認めた場合には、当組合は受信した依頼内容に対する口座情報を回答します。 
  
３．契約者からの依頼に基づき既に回答した口座情報は、その残高、入出金明細を証明するものでは

なく、口座の取引内容に訂正または取消があった場合には、当組合は、契約者に通知することなく

回答済の口座情報を訂正または取消することがあります。このような訂正または取消のために生じ

た損害については、当組合は責任を負いません。  
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４．残高等の口座情報は、照会時点の最新の取引内容が反映されない場合があります。そのために生

じた損害については、当組合は責任を負いません。  
 
第 ６ 条 振込・振替サービス  
 
１．振込・振替サービスは、あらかじめ届け出た利用口座のうち、契約者が指定した口座（以下「支

払指定口座」といいます。）から振込資金または振替資金を引き落とし、契約者が指定した当組合ま

たは当組合以外で国内の他金融機関の預金口座（以下「入金指定口座」といいます。）あてに振込・

振替を行うサービスです。 
   ただし、当組合以外の金融機関あての振込のうち、一部の金融機関あての振込については取り扱

いできない場合があります。 
   なお、振替サービスにおける入金指定口座は、代表口座、契約口座に限ります。 
  
２．振込・振替サービスの１日あたりの取引限度額は、当組合所定の金額の範囲内で契約者が端末機

より登録した任意の金額（以下「振込・振替限度額」といいます。）の範囲内とし、振込・振替依頼 
日基準での振込手数料を除いた合算額で判断します。 

   この場合、振込限度額を超えた取引依頼については、当組合は取引を実行する義務を負いません。

なお、契約者が振込・振替限度額を変更された場合、その時点であらかじめ依頼を受けていた振込

などの予約分のうち、未処理のものについては、当組合は変更後の限度額に関わらず当該取引を処

理するものとします。 
  
３．振込・振替指定日は、契約者が端末機により当組合所定の期間の当組合営業日で指定します。た

だし、当組合は契約者に事前に通知することなくこの期間を変更することがあります。  
 
４．振込資金および振込手数料の引き落しは、当日取引の場合は振込・振替が確定した時点、予約取

引の場合は指定日に、普通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定、貯蓄預金規

定、その他関係規定にかかわらず、通帳・払戻請求書または当座小切手の提出を受けることなく支

払指定口座から当組合所定の方法により行います。 
   ただし、資金引き落し日に支払指定口座からの引き落しが、本サービスによるものに限らず複数

ある場合で、その引き落しの総額が支払指定口座から払い戻すことのできる金額を超えるときは、

そのいずれかを引き落とすかは当組合の任意とします。 
 
５．振込・振替依頼内容の訂正・組戻し  
（１）依頼日の翌営業日以降所定期間内の支払日を指定した予約取引の振込・振替にかぎり、指定

日以前の当組合所定の時間内まで、端末機より当組合所定の方法により依頼を取消すことがで

きます。それ以外の場合で、振込・振替の依頼内容確定後は、依頼内容を取消すことはできま

せん。  
（２）依頼内容の確定後において、当組合がやむを得ないものと認めて組戻しを承諾する場合は、

当該取引の支払指定口座がある当組合本支店の窓口にて、当組合所定の手続きにより取り扱い

ます。なお、組戻し手続きには、当組合所定の組戻手数料をいただきます。また、この場合振

込手数料は返却いたしません。  
（３）前号の場合において、振込先の金融機関が既に振込通知を受信しているときは、訂正もしく

は組戻しができないことがあります。この場合には、受取人との間で協議をしてください。  
（４）契約者の依頼に基づき当組合が発信した振込について、振込先金融機関から当組合に対し振

込内容の照会があった場合には、当組合は依頼内容について契約者の届出連絡先宛に照会する

ことがありますので速やかに回答してください。当組合の照会に対して相当の期間内に回答が

なかった場合、届出連絡先へ連絡がつかなかった場合等には、これによって生じた損害につい

ては、当組合は責任を負いません。  
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６．本サービスにおいて「入金指定口座該当なし」等の事由により振込先の金融機関から振込資金が

返却された場合は、振込依頼時に契約者が指定した支払指定口座へ返却します。この場合、振込手

数料は返却いたしません。  
 
７．次のいずれかに該当する場合、当組合は振込・振替の取り扱いをいたしません。  
（１）振込または振替処理時に振込金額、または振替金額および振込手数料の合計額が支払指定口

座から払い戻すことのできる金額を超えるとき。  
（２）支払指定口座、入金指定口座が解約済のとき。  
（３）契約者から支払指定口座への支払停止の届出があり、それに基づき当組合が所定の手続きを

行ったとき。  
（４）入金指定口座に対して入金停止の手続きがとられているとき。  
（５）差押等やむを得ない事情があり、当組合が支払あるいは振込・振替を不適切と認めたとき。 
  

第 ７ 条 届出事項の変更  
 
１．住所、氏名、印鑑、電話番号、その他届出事項の内容に変更がある場合には、契約者は当組合所

定の方法により、取引店に届け出てください。この届出の前に生じた損害については、当組合は責

任を負いません。  
 
２．前項による届出事項の変更の届出がなかったために、当組合からの通知または送付する書類等が

到達しなかったとき、または延着したときは、通常到達すべき時に到達したと見なします。 
  
３．利用者情報（「ログインＩＤ」「ログインパスワード」「確認用パスワード」「連絡先電話番号」「振

込・振替限度額」「電子メールアドレス」）は、届出書の提出を必要としません。契約者が端末機で

任意に変更を行うことができます。この場合において、端末機から送信されたパスワードと当組合

で管理しているパスワードの一致を確認した場合は、当組合は正当な契約者からの届出と認め、利

用者情報の変更を行います。  
 
第 ８ 条 電子メールの利用  
 

契約者は、当組合から契約者への通知手段として、電子メールを利用することに同意するものとし

ます。なお、届出の電子メールアドレスについて変更があった場合、契約者自らが端末機により届け

出るものとします。契約者が誤って電子メールアドレスを登録した場合、電子メールアドレス変更の

届出がなかった場合および契約者の使用環境の不備あるいは通信回線の不通等によって、通知等が延

着または到達しなかった場合は、通常到達すべき時に到達したと見なします。そのために生じた損害

については、当組合は責任を負いません。  
 
第 ９ 条 海外からの利用  
  
契約者が本サービスを海外から利用する場合は、各国の法令、事情、その他事由により、取引また

は機能の全部または一部を利用できない場合があります。  
 
第１０条 個人情報のお取扱いについて  
 
 １．当組合内での利用目的 
    当組合は、本サービス申込書に記載された事項やその他本サービスにかかる過程で知り得た情

報を、当組合が別紙１「個人情報等保護に係る業務内容ならびに利用目的のご案内」の範囲内で

利用するものとします。 
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 ２．情報の外部提供 
    当組合では、本契約にかかるお客様の情報を法令等に定める場合等を除き、事前にお客様の同

意を得ることなく、第三者に提供いたしません。 
 
 ３．情報の管理方法 
    当組合は、契約者の情報を正確、最新なものにするよう適切な措置を講じることに努めるのと

します。また、契約者の情報への不当なアクセスなどが行われることを防止するため、高度なセ

キュリティ対策に万全を尽くします。 
 
第１１条 免責事項  
 
１．申込書等の書類に押印された印影と該当口座の届出印鑑の印影を相当の注意をもって照合し、相

違ないものと取り扱った場合は、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっても、そのた

めに生じた損害について当組合は責任を負いません。  
 
２．公衆電話回線、専用電話回線、インターネット等の通信経路において盗聴等がなされたことによ

り契約者のパスワード等、または取引情報が漏洩あるいは改ざんされた場合、そのために生じた損

害については、当組合は責任を負いません。  
 
３．当組合の責によらない、通信機器、通信回線およびコンピュータ等の障害ならびに電話、インタ

ーネット等の不通等により、本サービスの取り扱いが遅延したり不能となった場合、そのために生

じた損害については、当組合は責任を負いません。  
 
４．災害・事変・裁判所等公的機関の措置等やむを得ない事由があった場合、そのために生じた損害

については、当組合は責任を負いません。  
 
５．システムの更改あるいは障害時には、本サービスを停止させていただく場合がありますが、その

ために生じた損害については、当組合は責任を負いません。  
 
６．本サービスの提供にあたり、当組合所定の確認手段にもとづき送信者を契約者とみなして取り扱

った場合は、当組合はログインＩＤ・パスワード等の盗用、端末機の不正使用その他の事故があっ

た場合、または依頼内容に不備があった場合、そのために生じた損害については、当組合は責任を

負いません。  
 
７．本サ－ビスの利用に必要な端末機や回線等の使用環境は、お客さまが自己の責任と負担において

準備するものとします。当組合は、当契約により端末機が正常に稼動することについて保証するも

のではありません。万一、端末機が正常に稼動しなかったことにより取引が成立しない、または成

立した場合、そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。  
 
８．その他、本サービスの利用に関して、当組合の責によらない事由により契約者に生じた損害につ

いては、当組合は責任を負いません。  
 

第１２条 解約等  
 
１．本サービスの利用に関する契約は、当事者一方の都合でいつでも解約することができます。なお、

契約者からの当組合に対する解約の通知は当組合所定の書面によるものとします。  
 
２．当組合の都合により本サービスを解約する場合、届出の住所に解約の通知を発信します。この場

合、通知が転居等の事由により契約者に到達しなかったとき、または延着したときは、到達すべき

時に到達したと見なします。  
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３．代表口座が解約されたときは、本契約は全て解約されたものとします。また、契約口座が解約さ

れたときは、該当する口座に関する契約は解約されたものとします。  
 
４．解約の届出は当組合の解約手続きが終了した後に有効となります。ただし、本サービスによる取

引で未処理のものが残っている場合は、解約の届出にかかわらず当組合は当該取引を処理するもの

とします。なお、当該手続きには本規定が適用されます。  
 
５．契約書に次の事由が一つでも生じた場合において、当組合は契約者に事前に通知することなく、

適宜本契約を解約もしくはサービス提供を中止できるものとします。  
（１）相続の開始があったとき。  
（２）支払停止または破産、民事再生手続開始等の申立があったとき。  
（３）住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によって、当組合において契約者の所

在が不明となったとき。  
（４）１年以上にわたり本サービスの利用がないとき。  
（５）サービス提供に関する諸手数料の支払がなかったとき。  
（６）本規定に違反するなど、当組合がサービス停止を必要とする相当の事由が生じたとき。  

 
第 1３条 関係規定の適用・準用  
    

本規定に定めのない事項については、当組合の「普通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）」、

「当座勘定規定」、「貯蓄預金規定」、「キャッシュカード・ローンカード規定」、「振込規定」、「口座

振替規定」、および「インターネットバンキング等の不正利用による預金被害補償規定」等の各規定

により取り扱います。これらの規定と本規定との間で取り扱いが異なる場合、本サービスに関して

は本規定が優先的に適用されるものとします。  
 
第 1４条 規定等の変更  
    

当組合は本規定の内容を、契約者に事前に通知することなく変更できるものとします。変更日以

降は変更後の内容に従い取り扱うこととします。なお、当組合の責めによる場合を除き、当組合の

変更によって生じた損害については、当組合は責任を負いません。  
 
第 1５条 契約期間  

この契約の当初契約期間は、契約日から起算して１年間とし、契約者または当組合から特に申し

出のない限り、契約期間満了日の翌日から１年間継続されるものとし、以後も同様とします。  
 
第 1６条 譲渡質入れ等の禁止  

当組合の承諾なしにこの取引に基づく契約者の権利および預金等の譲渡、質入れはできません。  
 
第 1７条 準拠法・合意管轄 
 
   本契約の契約準拠法は日本法とします。本契約に関する訴訟については、当組合本店を管轄する

地方裁判所を管轄裁判所とします。  
 
 
 
この取扱規定は、平成１９年 ２月 ７日 制定 
        平成２０年 ８月２６日 一部改定 

        平成３０年 ２月 ９日 一部改定 
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【ご連絡事項】 
 
  

１．パソコンの利用に関してご注意ください。 

    心当たりのないＥメールの添付ファイルは開かないようにしてください。また、不自然   

なフリーソフトのダウンロードや、不審な Web サイトへはアクセスしないようにしてください。 

 また、インターネットカフェや図書館、ホテルなど不特定多数の人が利用するパソコンからの

インターネットバンキングによるお取引はお止めください。 

 

 ２．ＩＤ・パスワードを厳重に管理してください。 

   ○パソコン上にＩＤ・パスワードを保存しないでください。 

   ○Ｙahoo!、Ｇoogle等のオンラインサービス上（メールボックス内等）にＩＤ・パスワードを保

存しないでください。 

   ○推測が容易なＩＤ・パスワードを使用しないでください。 

   ○ログイン用パスワードと確認用パスワードは異なる番号にすることをお勧めします。 

   ○ＩＤ・パスワードをメモ等に残さないでください。 

   ○第三者にＩＤ・パスワードを教えないでください。 

   ○定期的にＩＤ・パスワードを変更してください。 

 

 ３．振込限度額の見直しをお勧めします。 

    りょうしんインターネット･モバイルバンキングでは、各口座ごとに１日あたりの振込限度額を 

１万円単位で任意の金額に設定していただくことができます。お客さまのご利用状況に合わせて 

適切な振込限度額に設定してください。 

振込限度額はインターネット上で変更できますが、その場合、変更後の金額は３日後より有効 

になります。 

なお、限度額変更についての心当たりのない電子メールが届いた場合には、ログイン後の画面 

でパスワードを変更していただき、下記の電話までご連絡ください。 

  

４．ご利用状況のチェックをお勧めします。 

    インターネットバンキングログイン時に、「前回の利用日時」をお確かめいただくことができま

す。また、お客さまのご契約で、お振込などの取引があった場合には、お取引内容確認の電子メ

ールをご指定のメールアドレスに送信しています。 

  ※電子メールアドレスを変更した場合は、りょうしんインターネット･モバイルバンキングの

電子メールアドレスも変更登録してください。 

 

以 上 

 

 
 
 
 

 
お問い合わせ先 

０９５－８６１－４１６１  
       経営管理本部 
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お客さま 各位 

長崎三菱信用組合 

 

個人情報等保護に係る業務内容ならびに利用目的のご案内 
 

 お客さまからのお取引の申込または当組合とのご契約の締結にあたり、お客さまから取得させていた

だく個人情報の利用目的等について、以下の通りご案内申し上げます。 

個

人

情

報

の

利

用

目

的 

業

務

内

容 

○ 預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに付随する業務 

○ 保険販売業務、投信販売業務、証券仲介業務、信託業務等、法律により当組合が営むことができる業務

およびこれらに付随する業務 

○ その他当組合が営むことができる業務およびこれらに付随する業務（今後取扱が認められる業務を含

む。） 

利

用

目

的(

個
人
番
号
を
含
む
場
合
を
除
く)

 

○ 各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため 

○ 犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用

いただく資格等の確認のため 

○ 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管理のため 

○ 融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため 

○ 適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる妥当性の判断のため 

○ 与信業務に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合等、適切な業務の遂行に必要な

範囲で第三者に提供するため 

○ 他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託された場合等において、委託された当

該業務を適切に遂行するため 

○ お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や業務の履行のため 

○ 市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品やサービスの研究や開発のため 

○ 提携会社等の商品やサービスの各種ご案内のため 

○ 各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため 

○ お客さまの安全および財産を守るため、または防犯上の必要から、防犯カメラの映像を利用すること 

○ その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

○ ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案のため 

○ 組合員資格の確認および管理のため 

○ 地域活動の貢献等に資するため 

○ 当組合の業績把握、決算関連業務、監査業務、人事関連業務、安全管理業務等の内部管理のため 

○ 関係法令等に基づき、開示・報告を行うため 

○ 当組合が設立または加盟する各種団体等の運営や管理のため 

  【個人番号の利用目的】 

   当組合は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等により、お客さまの個人 

  番号および個人番号をその内容に含む個人情報を以下の業務以外の目的で利用いたしません。 

      ○ 出資配当金の支払に関する法定調書作成・提供事務 

   ○ 金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務 

   ○ 金融商品取引に関する法定調書作成・提供事務 

   ○ 国外送金等取引に関する法定調書作成・提供事務 

   ○ 非課税貯蓄制度等の適用に関する事務 

      ○ 預金保険法に基づく名寄せ・税務調査（犯則調査および滞納処分のための調査を含む。）・社会保障 

       における資力調査等に関する事務 

      ○ 預貯金口座付番に関する事務 
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特定の個人情報の利用目的が法令等に基づき限定されている場合には、当該利用目的以外では利用いたしません。 
 

 ※ 法令等による利用目的の限定について 

  ○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則等により、個人信用情報機関から提供を受けた資金需要者の借入

金返済能力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以外の目的に利用、第三者提供いたしません。 

  ○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則等により、人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴

についての情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その他必要と認められる目的以外の目的に利用、第三者

提供いたしません。 

 

 
個人情報等保護様式【Ａ－①表面】 2018.01 




